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C O N T E N T S

＊資源保護のため再生紙を使用しています。

 「事務員が一人となり、毎日とても忙
しいのですが、前にも増して充実して
います」と、イキイキと「えがお」で
答えてくれたのは、入組17年のベテ
ラン富田さん。
　富田さんは、事務全般を担当されて
います。なかでも、組合員さんへ発行
する請求書に関しては何度も確認を
し、どんなに忙しくても「妥協はしな
い」と言います。
　毎日の事務仕事は単調になりがちな
ので、「慣れ」は時としてミスに繋が
ります。誰にでも起こり得るからこ
そ、富田さんのような意識はとても大
事なことだと思いました。
　また、富田さんが仕事に集中し、や
りがいを感じられるのは、家事全般に
とても協力的なご主人の存在があって
こそのこと。お子様がまだ小さいた
め、なかなか「自分の時間」が取れま
せんが、理解のあるご主人のおかげ
で、昔から得意だという「パッチワー
ク」に没頭できる日も近いのではない
でしょうか。
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静岡県の労働事情
23年度 中小企業労働事情実態調査の概要

主要事業「強化拡大」が2年連続で増加
新卒者に最も重視する能力・資質は「熱意・意欲」

来年度新卒者の採用「ある」は約2割
4割強の企業が「今年賃上げを実施」

調
査
の
あ
ら
ま
し

中
小
企
業
の
業
況
は
、リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
に

端
を
発
し
た
景
気
停
滞
か
ら
、徐
々
に
立
ち
直
り

つ
つ
あ
っ
た
が
、三
月
に
発
生
し
た
東
日
本
大
震

災
の
影
響
で
、大
幅
に
悪
化
し
た
。

さ
ら
に
歴
史
的
な
円
高
に
よ
る
国
内
産
業
の

空
洞
化
や
株
価
の
低
迷
な
ど
に
よ
る
先
行
き
不
透

明
感
な
ど
、中
小
企
業
の
労
働
環
境
・
雇
用
情
勢
は	

極
め
て
厳
し
い
状
況
に
あ
る
。

今
回
で
四
八
回
目
と
な
る
本
調
査
は
、こ
う
し

た
状
況
下
に
お
け
る
中
小
企
業
の
労
働
事
情
を
的

確
に
把
握
し
、中
小
企
業
施
策
に
反
映
さ
せ
て
い

く
た
め
、全
国
中
央
会
を
通
じ
て
、全
国
一
斉
に
行

な
わ
れ
た
。

な
お
本
年
度
は
東
日
本
大
震
災
の
経
営
へ
の
影

響
や
有
期
契
約
労
働
者
に
関
す
る
項
目
等
を
加
え

調
査
を
行
っ
た
。

調
査
対
象
…	�

従
業
員
三
〇
〇
人
以
下
の
県
内
事
業

所
八
〇
〇
社

有
効
回
答
…	
五
〇
四
社（
回
収
率
六
三
．〇
％
）

調
査
時
点
…	
平
成
二
三
年
七
月
一
日

調
査
方
法
…	�

本
会
会
員
組
合
等
よ
り
業
種
等
を
勘

案
し
対
象
組
合
を
選
定
。組
合
を
通
じ

て
傘
下
の
組
合
員
企
業
に
配
布
し
、	

本
会
宛
に
返
送
さ
れ
た
も
の
を
静
岡

県
回
答
と
し
て
取
り
ま
と
め
、全
国

中
央
会
で
全
国
集
計
し
た
。

調
査
内
容
…	�

①
経
営
②
労
働
時
間
③
有
給
休
暇
④

新
規
学
卒
者
採
用
⑤
有
期
契
約
労
働

者
⑥
賃
金
改
定

従
業
員
に
つ
い
て

女
性
従
業
員
の
三
分
の
一
が
パ
ー
ト
労
働
者

回
答
事
業
所
の
常
用
労
働
者
数
は
二
二
，九
一

六
人
で
、男
性
が
一
七
，〇
〇
〇
人（
七
四
．二
％
）、

女
性
が
五
，九
一
六
人（
二
五
．八
％
）。

規
模
別
で
は「
一
〜
九
人
」の
事
業
所
で
女
性
比

率
が
高
い（
三
七
．二
％
）。

男
性
比
率
が
高
い
業
種（
回
答
事
業
所
一
〇
社 

以
上
。以
下
同
じ
）は「
総
合
工
事
業
」（
九
〇
．

〇
％
）、「
運
輸
業
」（
八
五
．三
％
）で
八
五
％
を
超

え
た
。

一
方
、女
性
比
率
が
高
い
の
は「
食
料
品
」（
五

一
．七
％
）、「
対
個
人
サ
ー
ビ
ス
業
」（
五
〇
．一
％
）、 

「
小
売
業
」（
四
六
．九
％
）で
あ
る
。

雇
用
形
態
を
男
女
別
に
み
る
と
男
性
で
は「
正

社
員
」が
八
四
．〇
％
と
圧
倒
的
に
多
く
、「
パ
ー

ト
タ
イ
マ
ー
」（
七
．四
％
）、「
ア
ル
バ
イ
ト
・
そ
の 

他
」（
五
．五
％
）、「
派
遣
」（
三
．一
％
）と
続
く（
図

表
①
）。

一
方
、女
性
で
は
、男
性
同
様「
正
社
員
」が
最

多（
五
〇
．八
％
）だ
が
、「
パ
ー
ト
タ
イ
マ
ー
」も 

三
三
．九
％
と
三
分
の
一
を
占
め
て
い
る
の
が
特

徴
的
で
あ
る（
図
表
②
）。

労
働
組
合
の
有
無
に
つ
い
て
は「
な
い
」が
九

〇
．七
％
と
九
割
を
超
え
た
の
に
対
し
、「
あ
る
」は

九
．三
％
と
一
割
未
満
に
と
ど
ま
っ
た
。

大
規
模
事
業
所
ほ
ど
組
織
率
が
高
く
、「
一
〜
九 

人
」の
事
業
所
で
は
一
．七
％
で
あ
る
の
に
対
し
、

「
一
〇
〇
〜
三
〇
〇
人
」の
事
業
所
で
は
三
四
．

八
％
と
三
分
の
一
を
超
え
て
い
る
。

特集
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経
営
状
況
に
つ
い
て

主
要
事
業
「
強
化
拡
大
」
が
二
年
連
続
で
増
加

現
在
の
経
営
状
況
は「
良
い
」が
一
三
．一
％
（
対

前
年
比

〇
．一
ポ
イ
ン
ト
）、「
変
わ
ら
な
い
」 

が
二
八
．三
％
（
同

三
．八
）、「
悪
い
」が
五
八
．

六
％
（
同

三
．七
）。「
良
い
」は
横
ば
い
、「
悪
い
」

が
増
加
し
た（
図
表
③
）。

業
種
別
で
は「
良
い
」は「
製
造
業
」（
一
七
．二
％
）

が「
非
製
造
業
」（
九
．七
％
）を
、「
悪
い
」は「
非
製
造

業
」（
六
一
．三
％
）が「
製
造
業
」（
五
四
．九
％
）を
上

回
っ
た
。

具
体
的
な
業
種
で「
良
い
」が
多
い
の
は「
金
属
・
同

製
品
製
造
業
」で
四
〇
．七
％
と
唯
一
、四
割
を
超
え
、

「
対
事
業
所
サ
ー
ビ
ス
業
」（
二
三
．八
％
）が
続
い
た
。

一
方
、「
悪
い
」が
最
も
多
か
っ
た
の
は「
対
個
人

サ
ー
ビ
ス
業
」（
八
三
．三
％
）。「
窯
業
・
土
石
製
品

製
造
業
」（
六
九
．二
％
）、「
設
備
工
事
業
」（
六
九
．

〇
％
）、「
総
合
工
事
業
」（
六
八
．六
％
）で
も
、七
割

近
く
に
上
っ
た
。

主
要
事
業
の
今
後
の
方
針
は「
現
状
維
持
」六
一
．

八
％（
対
前
年
比

一
．八
ポ
イ
ン
ト
）、「
強
化
拡

大
」二
八
．八
％（
同

四
．〇
）、「
縮
小
」八
．〇
％

（
同

二
．四
）で
、「
強
化
拡
大
」が
二
年
連
続
で
増

加
し
た（
図
表
④
）。

規
模
別
で
は「
強
化
拡
大
」は
大
規
模
事
業
所
ほ

ど
多
く
、「
一
〇
〇
〜
三
〇
〇
人
」の
事
業
所
で
は

四
四
．八
％
と
四
割
を
超
え
た
。

具
体
的
な
業
種
別
で
み
る
と
、「
強
化
拡
大
」は

「
機
械
器
具
製
造
業
」（
四
四
．四
％
）、「
そ
の
他
の
製

造
業
」（
四
三
．八
％
）で
四
割
を
超
え
て
い
る
。

組合活性化情報
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正社員 パートタイマー 派遣 アルバイト・その他
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13.0
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図表① 雇用形態の構成（男性／規模別・業種別）

静岡県の労働事情

32.1 54.913.0

0 20 40 60 80 100
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良い 変わらない 悪い

0.5

0.9

0.5

0.6

1.0

0.7

0.2

0.0

0.5

0.6

0.4

0.6
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平成23年
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強化拡大 現状維持 縮小 廃止 その他
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10.8 31.8 57.4

2.92.9 16.6 80.4

13.1 28.3 58.6

10.0 38.6 51.4

32.6 59.1 7.6

29.4 62.8 6.9

22.2 64.9 12.0

24.8 63.6 10.4

28.8 61.8 8.0

23.9 67.6 7.3
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平成19年
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平成21年
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平成23年

図表② 雇用形態の構成（女性／規模別・業種別）

図表③ 経営状況の推移図表④ 主要事業の今後の方針の推移
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一
方
、経
営
上
の
強
み（
複
数
回
答
）は「
顧
客 

へ
の
納
品
・
サ
ー
ビ
ス
の
速
さ
」（
二
九.

四
％　

対

前
年
比

三.

三
ポ
イ
ン
ト
）が
最
多
で
九
年
連
続 

一
位
と
な
っ
た
。こ
れ
に「
製
品
の
品
質
・
精
度
の

高
さ
」（
二
八.

一
％　

前
年
と
同
じ
）、「
組
織
の
機

動
力
・
柔
軟
性
」（
二
四.

五
％　

同

〇.

九
ポ
イ
ン

ト
）が
続
い
た（
図
表
⑥
）。

規
模
別
で
は「
一
〇
〇
〜
三
〇
〇
人
」の
事
業

所
で「
財
務
体
質
の
強
さ
・
資
金
調
達
力
」（
三

九.

四
％
）が
最
多
。「
生
産
技
術
・
生
産
管
理
能
力
」

も
三
〇.

三
％
と
三
割
を
超
え
た

経
営
上
の
あ
い
路（
複
数
回
答
）の
上
位
二
項
目 

は
昨
年
度
と
同
じ
順
で「
販
売
不
振
・
受
注
の
減

少
」（
五
八
．五
％ 

対
前
年
比

四
．八
ポ
イ
ン
ト
）、 

「
同
業
他
社
と
の
競
争
激
化
」（
四
三
．三
％　

同

二
．一
）。こ
れ
に「
人
材
不
足（
質
の
不
足
）」（
二

六
．七
％　

同

二
．一　

前
年
四
位
）、「
原
材 

料
・
仕
入
品
の
高
騰
」（
二
四
．四
％　

同

二
．七

同
五
位
）が
続
い
た（
図
表
⑤
）。

業
種
別
で
は「
同
業
他
社
と
の
競
争
激
化
」で
、

「
製
造
業
」（
二
九
．九
％
）と「
非
製
造
業
」（
五
四
．

八
％
）で
二
五
ポ
イ
ン
ト
近
く
の
差
が
見
ら
れ
た
。

東
日
本
大
震
災
に
よ
る
経
営
へ
の
影
響（
複
数 

回
答
）の
上
位
三
項
目
は「
資
材
・
部
品
・
商
品
等 

の
調
達
・
仕
入
難
」（
三
八.

一
％
）、「
風
評
に
よ
る

来
客
・
販
売
の
減
少
」（
二
五.

八
％
）、「
休
業
の
実 

施
」（
一
六.

〇
％
）。一
方
、「
影
響
は
な
い
」は
一

六.

六
％（
全
国
二
九.

〇
％
）だ
っ
た
。

規
模
別
に
見
る
と
、従
業
員
数
が
多
く
な
る
ほ

ど
、「
休
業
の
実
施
」の
割
合
が
高
く
な
り
、「
一
〇

〇
〜
三
〇
〇
人
」の
事
業
所
で
は
四
二.

〇
％
に
達

し
た
。ま
た「
雇
用
調
整
の
実
施
」も
二
六.

一
％
に

上
っ
た
。

業
種
別
で
は「
風
評
に
よ
る
来
客
・
販
売
の
減

少
」が「
対
個
人
サ
ー
ビ
ス
業
」で
は
七
七.

一
％
に

達
す
る
の
に
対
し
、「
総
合
工
事
業
」で
は
五.

七
％

に
止
ま
っ
た
。ま
た
、「
食
料
品
製
造
業
」で
は「
廃

業
な
ど
に
よ
る
取
引
先
の
減
少
」が
三
〇.

二
％
と

他
業
種
に
比
べ
高
い
割
合
を
示
し
た
。　

平成22年 平成21年 平成20年 平成19年

位 項　　　目 比率 比率 比率 比率 比率

平成23年

平成22年 平成21年 平成20年 平成19年平成23年

位 項　　　目

順
位
順

位
順

位
順

位
順

順

1 販売不振・受注の減少 58.5 1 63.3 1 65.8 2 49.1 3 38.8
2 同業他社との競争激化 43.3 2 45.4 2 34.9 4 30.4 4 32.2
3 人材不足（質の不足） 26.7 4 24.6 4 22.3 3 38.8 1 42.5
4 原材料・仕入品の高騰 24.4 5 21.7 5 19.5 1 57.5 2 40.0
5 製品価格（販売価格）の下落 23.8 3 26.9 3 23.0 6 13.9 6 15.8
6 納期・単価等の取引条件の厳しさ 21.2 6 19.2 6 15.1 5 14.2 5 17.6
7 人件費の増大 15.4 7 15.6 7 15.1 7 12.8 9 11.6
8 製品開発力・販売力の不足 11.8 8 13.1 8 13.1 9 8.9 8 14.6
9 金融・資金繰り難 11.0 9 10.2 9 10.4 12 4.6 12 5.3

10 労働力不足（量の不足） 4.2 12 4.4 15 2.5 8 12.3 7 15.3
11 環境規制の強化 4.0 11 5.0 16 1.8 11 5.5 11 6.4
12 労働力の過剰 2.6 10 5.2 11 6.8 － － － －

1 顧客への納品・サービスの速さ 29.4 1 32.7 1 28.2 1 33.1 1 28.1
2 製品の品質・精度の高さ 28.1 2 28.1 2 26.1 2 27.9 2 26.9
3 組織の機動力・柔軟性 24.5 3 23.6 5 18.1 － － 5 18.8
4 商品・サービスの質の高さ 21.7 6 18.0 3 20.0 4 16.9 3 21.6
5 技術力・製品開発力 21.2 7 17.7 8 17.4 7 12.0 9 12.5
6 財務体質の強さ・資金調達力 19.7 5 18.8 7 17.6 5 16.4 7 16.3
7 製品・サービスの独自性 18.9 4 20.8 6 17.6 3 21.1 4 20.2
8 生産技術・生産管理能力 15.0 8 17.3 4 19.5 6 12.0 6 17.3
9 営業力・マーケティング力 12.4 10 11.9 12 8.2 11 9.8 12 9.4

10 優秀な仕入先・外注先 11.6 9 13.9 9 11.7 10 10.5 8 14.7
11 企業・製品のブランド力 9.2 11 11.3 13 8.0 12 8.8 13 9.3
12 製品・サービスの企画力・提案力 8.8 12 10.6 11 9.9 9 10.5 11 9.6

比率 比率 比率 比率 比率位
順

位
順

位
順

位
順

図表⑤ 「経営上のあい路」の推移（3項目以内複数回答：％）

図表⑥ 「経営上の強み」の推移（3項目以内複数回答：％）

38.1

25.8

16.0

16.6

10.9

38.1

0 10 20 30 40
（％）

資材・部品・商品等の
調達・仕入難

25.8風評による来客・販売の減少

16.0休業の実施

9.8電力不足による操業の低下

9.6運転資金などの資金繰り難

9.2廃業などによる取引先の減少

9.09.0雇用調整の実施

1.2工場・店舗等に直接の損害

0.6労働力不足

16.6影響はない

10.9その他

図表⑦ 東日本大震災による経営への影響
	 （複数回答）
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労
働
時
間
に
つ
い
て

月
平
均
の
残
業
時
間
は
九
．四
三
時
間

週
所
定
労
働
時
間
が「
四
〇
時
間
以
上
」（
四
〇 

時
間
含
む
）の
事
業
所
は
、全
体
の
六
一.

四
％
（
対

前
年
比

二.

九
ポ
イ
ン
ト
）と
二
年
連
続
で
六
割
を

超
え
た（
図
表
⑧
）。

規
模
別
で
は「
三
八
時
間
以
下
」と「
四
〇
時
間

超
四
四
時
間
以
下
」は
小
規
模
事
業
所
ほ
ど
多
く
、

「
四
〇
時
間
」は「
一
〇
〇
〜
三
〇
〇
人
」の
事
業
所

で
多
い
。

業
種
別
に
み
る
と「
運
輸
業
」で「
四
〇
時
間
以

上
」の
事
業
所
の
割
合
が
八
二.
九
％
と
、八
割
を
超

え
た
。

一
方
、「
対
個
人
サ
ー
ビ
ス
業
」（
三
一.
六
％
）、 

「
小
売
業
」（
二
七.

九
％
）で
は「
三
八
時
間
以
下
」 

の
事
業
所
が
四
分
の
一
以
上
を
占
め
た
。

従
業
員
一
人
当
た
り
の
月
平
均
残
業
時
間
は
、

九.

四
三
時
間
で
、昨
年
度
か
ら
〇.

四
一
時
間
と
僅

か
な
が
ら
増
加
し
た（
図
表
⑨
）。

業
種
別
で
は「
製
造
業
」が
一
〇.

〇
〇
時
間
、「
非

製
造
業
」が
八.

九
五
時
間
と
大
き
な
差
は
見
ら
れ

な
か
っ
た
。「
残
業
な
し
」の
割
合
は「
製
造
業
」の

二
三.

八
％
に
対
し
、「
非
製
造
業
」で
は
三
九.

二
％

と
な
っ
た
。

規
模
別
で
は「
一
〜
九
人
」が
四.

二
六
時
間
で

あ
る
の
に
対
し
、「
一
〇
〇
〜
三
〇
〇
人
」で
は

一
五.

四
九
時
間
と
事
業
所
規
模
が
大
き
く
な
る
に

つ
れ
て
、月
平
均
残
業
時
間
は
多
く
な
っ
て
い
る
。

ま
た「
一
〜
九
人
」の
事
業
所
で
は「
残
業
な
し
」

が
五
八.

五
％
、「
一
〇
時
間
未
満
」が
二
〇.

三
％
と

な
っ
た
一
方
、「
一
〇
〇
〜
三
〇
〇
人
」の
事
業
所
で

は「
残
業
な
し
」の
七.

二
％
に
対
し「
一
〇
時
間
以

上
」は
六
六.

六
％
に
達
し
た
。

有
給
休
暇
に
つ
い
て

有
給
休
暇
の
平
均
取
得
日
数
は
六
．三
九
日

有
給
休
暇
の
平
均
付
与
日
数
は
一
五.

三
一
日 

で
、昨
年（
一
四.

八
六
日
）よ
り
若
干
増
加
し
た
。

規
模
別
で
は「
一
〜
九
人
」が
一
三.

〇
八
日
、

「
一
〇
〜
二
九
人
」が
一
五.

三
九
日
、「
三
〇
〜
九
九

人
」が
一
六.

四
〇
日
、「
一
〇
〇
〜
三
〇
〇
人
」が

一
六.

〇
二
日
と
な
っ
た
。

一
方
、平
均
取
得
日
数
は
六.

三
九
日（
昨
年

六.

七
五
日
）で
、五
年
連
続
で
減
少
し
た
。

従
業
員
一
人
当
た
り
の
取
得
日
数
は「
一
〇
日

未
満
」の
事
業
所
が
七
六.

〇
％
と
四
分
の
三
以
上 

を
占
め
る
一
方
、「
二
〇
日
以
上
」は
一.

三
％
に
止

ま
っ
た（
図
表
⑩
）。

な
お
、平
均
取
得
率（
平
均
付
与
日
数
を
平
均
取

得
日
数
で
割
っ
た
値
）は
四
一.

七
四
％
だ
っ
た
。

組合活性化情報

静岡県の労働事情

5日未満
39.9％

5～10日未満
36.1％

5日未満
39.9％

5～10日未満
36.1％

10～15日未満
18.5％

15～20日未満
4.2％

20日以上
1.3％

図表⑩ 従業員１人当たりの
　　　 年次有給休暇の平均取得日数

残業なし
32.1％

1～10
時間未満

28.9％

残業なし
32.1％

1～10
時間未満

28.9％

10～20
時間未満

19.8％

20～30
時間未満

11.0％

20～30
時間未満

11.0％

30～50
時間未満

7.4％

50時間以上
0.8％

38時間
以下

11.8％

38時間
以下

11.8％

40時間超
44時間以下

11.0％

40時間超
44時間以下

11.0％

40時間
50.4％

38時間超
40時間
未満

26.8％

38時間超
40時間
未満

26.8％

図表⑧ 週所定労働時間

図表⑨ 月平均残業時間
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新
卒
者
の
採
用
に
当
た
っ
て
の
効
果
的
な
募

集
方
法
は「
学
校
へ
の
求
人
・
学
校
か
ら
の
推
薦
」

（
六
五.

一
％
）、「
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
へ
の
申
込
み
」

（
五
二.

三
％
）が
圧
倒
的
に
多
く
、こ
れ
に「
合
同
会

社
説
明
会
等
へ
の
参
加
」（
一
七.

〇
％
）が
続
く
。

「
自
社
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
へ
の
掲
載
」（
一
四.

五
％
）や「
求
人
情
報
サ
イ
ト
へ
の
登
録
・
掲
載
」

（
一
四.
一
％
）」な
ど
I
T
を
活
用
し
た
採
用
方
法

は
一
割
台
に
止
ま
っ
た（
図
表
⑫
）。

新
卒
者
を
採
用
す
る
場
合
、重
視
す
る
能
力
・

資
質
で
最
も
多
か
っ
た
の
は「
熱
意
・
意
欲
」

（
六
九.

〇
％
）。こ
れ
に「
協
調
性
・
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー

シ
ョ
ン
力
」（
六
一.

二
％
）が
続
い
た
。「
専
門
的
知

識
・
技
能
」は
一
九.

〇
％
に
止
ま
っ
た（
図
表
⑬
）。

新
規
学
卒
者
の
採
用
に
つ
い
て

最
も
重
視
す
る
能
力
・
資
質
は
「
熱
意
・
意
欲
」

新
卒
者
の
採
用
に
つ
い
て「
毎
年
、採
用
し
て

い
る
」と
回
答
し
た
事
業
所
は
、一
三.

一
％
。全 

国
平
均（
七.

八
％
）に
比
べ
高
い
数
値
と
な
っ
て

い
る
。一
方
、「
採
用
し
て
い
な
い
」は
四
九.

五
％ 

と
半
数
近
く
に
達
し
、「
必
要
に
応
じ
て
不
定
期
に

採
用
し
て
い
る
」も
三
三.

八
％
を
占
め
る
な
ど
、

新
規
学
卒
者
の
採
用
は
、厳
し
い
状
況
に
あ
る（
図

表
⑪
）。

業
種
別
に「
毎
年
、採
用
し
て
い
る
」事
業
所
を
見

る
と「
機
械
器
具
製
造
業
」が
三
八.
一
％
と
多
く
、

「
金
属
・
同
製
品
製
造
業
」が
三
一.

五
％
で
続
く
。

規
模
別
で「
毎
年
、採
用
し
て
い
る
」と
回
答
し 

た
事
業
所
は「
一
〇
〇
〜
三
〇
〇
人
」で
は
五

二.

五
％
と
半
数
を
超
え
る
一
方
、「
一
〜
九
人
」で

は
ゼ
ロ
。規
模
に
よ
っ
て
大
き
な
差
が
み
ら
れ
る
。

卒
業
後
三
年
以
内
の
学
卒
者
を
新
卒
者
に
含
め 

て
い
る
か
に
つ
い
て
は
、三
九.

八
％
が「
含
め

て
い
な
い
」と
回
答
。一
方「
含
め
て
い
る
」は

一
九.

六
％
に
止
ま
っ
た
。

来
年
度
新
卒
の
採
用
「
あ
る
」
は
約
二
割

平
成
二
三
年
三
月
の
新
規
学
卒
者
の
採
用
充
足 

状
況
は
、「
高
校
卒
」で
採
用
計
画
人
数
一
八
七
人

に
対
し
、採
用
人
数
一
七
四
人
、「
専
門
学
校
卒
」

は
、計
画
、採
用
と
も
に
一
一
人
、「
短
大
卒（
含 

高
専
）」は
、計
画
一
五
人
に
対
し
、採
用
一
三
人
、 

「
大
学
卒
」は
計
画
一
三
〇
人
に
対
し
、採
用
一
一 

九
人
と
な
っ
た
。

な
お
、学
卒
別
新
卒
者
の
初
任
給
は
、次
表（
図

表
⑭
）の
と
お
り
で
あ
る
。

0 10 20 30 40 50 60 70
（％）

民間職業紹介所への申し込み 1.2

求人情報誌・新聞・チラシ等への掲載 7.57.5

親族・知人の紹介 10.8

求人情報サイトへの登録・掲載 14.1

自社ホームページへの掲載 14.5

合同会社説明会等への参加 17.0

ハローワークへの申込み 52.3

学校への求人・学校からの推薦 65.165.1

図表⑫ 新卒者を採用する際の効果的な募集方法（3項目以内複数回答）

毎年、
採用している

13.1％

毎年、
採用している

13.1％
数年間隔で
採用している

3.6％

必要に応じて
不定期に
採用している

33.8％

新規学卒者は
採用していない

49.5％

0 10 20 30 40 50 60 8070
（％）

その他 1.2

創造性・企画力 2.1

表現力・提案力 4.1

専門的知識・技能 19.0

理解力・判断力 24.4

行動力・実行力 38.8

一般常識・教養 44.6

協調性・コミュニケーション力 61.2

熱意・意欲 69.0

図表⑬ 新卒者を採用する際に重視する能力・資質（3項目以内複数回答）

図表⑪ 新卒者の採用の有無
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平
成
二
四
年
度
の
新
規
学
卒
者
の
採
用
計
画
が

「
あ
る
」と
回
答
し
た
事
業
所
は
一
九
．九
％
。二
年

連
続
で
増
加
し
た（
図
表
⑮
）。

「
あ
る
」は
大
規
模
事
業
所
ほ
ど
多
く
、「
一
〇
〇

〜
三
〇
〇
人
」で
は
四
四
．九
％
と
な
っ
た
。

一
方「
な
い
」は
小
規
模
事
業
所
ほ
ど
多
く
、「
一

〜
九
人
」で
七
六
．一
％
と
四
分
の
三
を
超
え
た
。

業
種
別
で
は「
あ
る
」と
の
回
答
は「
そ
の
他
製 

造
業
」で
四
割
を
超
え（
四
三
．八
％
）、「
な
い
」は 

「
運
輸
業
」で
八
割
を
占
め
た
。

学
卒
別
の
平
均
採
用
計
画
人
数
は
、高
校
卒
二
．

三
三
人
、専
門
学
校
卒
一
．二
二
人
、短
大
卒（
含 

高
専
）一
．三
三
人
、大
学
卒
二
．一
四
人
と
な
っ 

て
い
る
。

契
約
更
新
の
有
無
の
明
示
に
つ
い
て
は「
全
員 

に
明
示
」が
八
八
．五
％
、「
一
部
の
人
に
明
示
」 

七
．五
％
、「
明
示
し
て
い
な
い
」四
．〇
％
。

明
示
の
方
法
は「
書
面
の
交
付
」が
八
六
．〇
％
、

「
口
頭
に
よ
る
通
知
」が
一
二
．八
％
と
九
割
近
い
事

業
所
で
契
約
更
新
の
際
、何
ら
か
の
方
法
で
明
示
し

て
い
る
こ
と
が
分
か
る
。

契
約
更
新
の
方
法
は「
更
新
の
都
度
、詳
し
く
説

明
を
行
っ
た
う
え
で
労
働
者
の
署
名
ま
た
は
記
名

押
印
を
求
め
て
い
る
」が
五
一
．七
％
で
最
多
。

次
い
で「
書
面
は
交
付
せ
ず
に
更
新
し
て
い
る
」

（
一
七
．六
％
）、「
更
新
の
都
度
、労
働
者
の
署
名 

ま
た
は
記
名
押
印
を
求
め
て
い
る
が
詳
し
い
説
明

は
行
っ
て
い
な
い
」（
一
七
．〇
％
）と
な
っ
て
い
る
。 

契
約
更
新
の
更
新
回
数
の
上
限
は「
定
め
が
な

い
」と
回
答
し
た
事
業
所
が
、七
三
．四
％
と
最
多
。

こ
れ
に「
四
〜
五
回
」（
一
五
．〇
％
）、「
一
〜
三

回
」（
六
．九
％
）と
続
い
た
。

有
期
契
約
労
働
者
に
つ
い
て

正
社
員
へ
の
転
換
は
一
四
．六
％

有
期
契
約
労
働
者（
更
新
の
有
無
に
か
か
わ
ら

ず
、三
カ
月
、一
年
な
ど
期
間
を
定
め
た
契
約
で 

雇
用
し
て
い
る
労
働
者
）を「
雇
用
し
て
い
る
事
業

所
」は
三
五
．四
％
で
、「
雇
用
し
て
い
な
い
事
業
所
」

が
六
四
．六
％
。企
業
規
模
が
大
き
く
な
る
に
し 

た
が
い
、「
雇
用
し
て
い
る
」事
業
所
の
割
合
は
大 

き
く
な
り
、「
一
〇
〇
〜
三
〇
〇
人
」で
は
七
六
．

八
％
に
達
し
た
。

有
期
契
約
労
働
者
で
最
も
多
い
雇
用
形
態
は
、

「
嘱
託
社
員（
定
年
後
の
再
雇
用
）」（
四
二
．七
％
）。

こ
れ
に「
パ
ー
ト
タ
イ
マ
ー
」、「
契
約
社
員
」、「
ア
ル

バ
イ
ト
」が
続
い
た（
図
表
⑯
）。

「
製
造
業
」と「
非
製
造
業
」で
は
、大
き
な
差
は 

見
ら
れ
な
か
っ
た
が
、「
パ
ー
ト
タ
イ
マ
ー
」は「
製

造
業
」が
一
二
．二
ポ
イ
ン
ト
多
か
っ
た
。

静岡県の労働事情

学卒 区分
単純平均 加重平均

静岡県 全国（参考） 静岡県 全国（参考）

高校卒
技術系 163,086 156,287 163,771 155,925

事務系 161,908 151,877 160,904 151,687

専門
学校卒

技術系 174,469 166,440 170,391 165,888

事務系 177,000 164,890 177,000 165,786

短大卒
（含高専）

技術系 168,300 168,825 172,056 168,373

事務系 188,505 164,319 188,505 163,809

大学卒
技術系 197,859 192,688 200,733 194,002

事務系 195,366 187,287 195,853 189,245

32.2 56.9 10.8

32.3 51.9 15.8

16.5 63.7 19.8

19.9 56.9 23.3

13.9 64.1 22.1

17.8 60.0 22.2

0 20 40 60 80 100

全国（参考）

ある ない 未定

（％）

平成19年

平成20年

平成21年

平成22年

平成23年

図表⑮ 新規学卒者の採用計画の推移

契約社員
18.5％
契約社員
18.5％

嘱託社員
（定年後の再雇用）

42.7％

嘱託社員
（定年後の再雇用）

42.7％

パートタイマー
32.6％

アルバイト
3.9％

その他
2.2％

図表⑯ 有期契約労働の雇用形態

図表⑭ 新卒者の初任給額
	 （平成23年3月新規学卒者同年6月支給額）（金額：円）
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静岡県の労働事情

有
期
契
約
労
働
者
を
正
社
員
へ
転
換
す
る
際

の
基
準
は「
労
働
者
の
勤
務
成
績
・
勤
務
態
度
」が

八
三
．八
％
と
最
多
。こ
れ
に「
労
働
者
の
能
力
」

（
七
〇
．六
％
）、「
労
働
者
の
希
望
」（
五
二
．九
％
）が

半
数
を
超
え
て
続
く（
図
表
⑱
）。

賃
金
改
定
に
つ
い
て

四
割
強
が
「
今
年
賃
上
げ
を
実
施
」

調
査
時
点（
七
月
一
日
）ま
で
に
賃
金
を「
引
上 

げ
た
」事
業
所
は
三
七
．七
％
、「
七
月
以
降
引
上 

げ
る
予
定
」の
事
業
所
は
四
．二
％
で
、全
体
の
四 

割
を
超
え
る
事
業
所
が
今
年
賃
金
の
引
上
げ
を
実

施
す
る
こ
と
に
な
る（
図
表
⑲
）。

規
模
別
に
み
る
と
、大
規
模
事
業
所
ほ
ど
賃
金 

過
去
三
年
間
に
有
期
契
約
労
働
者
か
ら
正
社
員

へ「
転
換
し
た
こ
と
が
あ
る
」は
一
四
．六
％
、一
方
、

「
転
換
し
た
こ
と
は
な
い
」は
三
〇
．八
％
（「
有
期

契
約
労
働
者
を
雇
用
し
た
こ
と
が
な
い
」（
五
四
．

六
％
））。業
種
別
で
は「
転
換
し
た
こ
と
が
あ
る
」 

と
回
答
し
た
事
業
所
は「
運
輸
業
」（
二
六
．五
％
）、

「
対
個
人
サ
ー
ビ
ス
業
」（
二
〇
．六
％
）で
二
割
を 

超
え
た
。

有
期
契
約
労
働
者
の
処
遇
は「
定
期
健
康
診
断 

の
実
施
」（
七
九
．四
％
）、「
社
会
保
険
へ
の
加

入
」（
七
六
．四
％
）、「
福
利
厚
生
の
利
用
」（
五
七
．

〇
％
）、「
賞
与
の
支
給
」（
五
五
．二
％
）、「
慶
弔 

休
暇
の
付
与
」（
五
三
．九
％
）な
ど
で
半
数
を
超
え

る
企
業
が
正
社
員
同
様
の
処
遇
を
実
施
し
て
い
る

（
図
表
⑰
）。

の
引
上
げ
に
前
向
き
で「
一
〇
〇
〜
三
〇
〇
人
」で

は「
引
上
げ
た
」が
七
〇
．六
％
、「
七
月
以
降
引
上 

げ
る
予
定
」が
八
．八
％
と
、今
年
、賃
金
の
引
上 

げ
を
実
施
す
る
事
業
所
は
八
割
近
く
に
上
る
。

一
方
、「
一
〜
九
人
」の
事
業
所
で
は「
今
年
は
実

施
し
な
い（
凍
結
）」は
三
七
．三
％
。逆
に
今
年
賃 

金
の
引
上
げ
を
実
施
す
る
事
業
所
は
二
割
に
満
た

な
い（「
引
上
げ
た
」一
二
．七
％
、「
七
月
以
降
引
上

げ
予
定
」四
．二
％
）。

業
種
別
で
は
、今
年
中
に
賃
金
の
引
上
げ
を
実 

施
す
る
事
業
所
は「
製
造
業
」（
五
〇
．五
％
＝「
引

上
げ
た
」四
七
．〇
％
、「
引
上
げ
る
予
定
」三
．

五
％
）が「
非
製
造
業
」（
三
四
．五
％
＝「
引
上
げ

た
」二
九
．七
％
、「
引
上
げ
る
予
定
」四
．八
％
）を

大
き
く
上
回
っ
た
。中
で
も「
機
械
器
具
製
造
業
」

で
は
、「
引
上
げ
た
」（
六
四
．五
％
）、「
引
上
げ
る

予
定
」（
四
．八
％
）と
あ
わ
せ
て
六
九
．三
％
が
、

今
年
中
の
賃
上
げ
を
実
施
す
る
と
回
答
し
た
。

引上げた
37.7％

引下げた
5.6％
引下げた

5.6％

今年は実施しない
（凍結）

26.1％

７月以降
引上げる予定

4.2％

７月以降
引下げる予定

2.6％

未定
23.8％

図表⑲ 賃金改定の実施状況

図表⑰ 有期契約労働者に対する処遇の実施状況
　　　 （複数回答）

0

労働者の勤務成績・
勤務態度 83.8

労働者の能力 70.6

労働者の希望 52.9

業務上の必要性 45.645.6

契約更新回数・
所要の勤続年数

4.4

その他 1.5

10 20 30 40 50 60 70 80 90
（％）

図表⑱ 有期契約労働者から正社員へ転換する際の基準
　　　 （複数回答）

0

定期健康診断の実施 79.4

社会保険への加入 76.4

57.0

76.4

福利厚生の利用 57.0

賞与の支給 55.255.2

慶弔休暇の付与 53.953.9

賃金の昇給 38.8

各種手当ての支給 38.238.2

教育訓練の実施 29.1

育児・介護休業の付与 21.2

責任ある地位への登用 10.9

退職金の支給 10.3

その他 1.2

10 20 30 40 50 60 70 80 90
（％）
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一
〇
月
一
九
日
に
開
催
さ
れ
た
中
小

企
業
団
体
静
岡
県
大
会
の
席
上

で
、産
業
振
興
功
労
表
彰
を
受
賞
し
た
。

理
事
長
を
務
め
る
組
合
は
、平
成
二
年

に
磐
田
市
な
ど
中
遠
地
域
の
異
業
種
二
一

社
に
よ
り
、外
国
人
研
修
生
の
共
同
受
入

れ
事
業
を
目
的
に
設
立
。協
同
組
合
に
よ

る
受
入
れ
事
業
は
県
下
初
で
、そ
の
後
、

続
々
と
設
立
さ
れ
る
同
様
の
組
合
の
パ
イ

オ
ニ
ア
的
存
在
だ
。

「
今
後
、中
小
企
業
が
生
き
残
る
た
め
に 

は
、海
外
と
の
取
引
、特
に
受
発
注
を
前 

提
と
し
た
技
術
移
転
や
技
術
者
の
養
成
が

不
可
欠
と
考
え
、昭
和
五
九
年
こ
ろ
か
ら

中
国
人
研
修
生
の
受
入
れ
の
研
究
を
始
め

ま
し
た｣

と
四
半
世
紀
前
を
振
り
返
る
。

以
来
、組
合
で
は
二
〇
年
以
上
に
わ
た 

り
、中
国
を
は
じ
め
、フ
ィ
リ
ピ
ン
、イ 

ン
ド
ネ
シ
ア
、カ
ン
ボ
ジ
ア
の
四
ヵ
国
か

ら
あ
わ
せ
て
四
〇
〇
人
近
い
研
修
生
を

受
け
入
れ
て
き
た
。こ
の
間
、理
事
長
と
し

て
、ま
た
受
入
れ
企
業
の
ト
ッ
プ
と
し
て
、

一
貫
し
て
心
が
け
て
き
た
の
は
、研
修
生

と
日
本
人
の
従
業
員
を
分
け
隔
て
な
く
接

す
る
こ
と
だ
。

「
技
術
を
し
っ
か
り
身
に
つ
け
て
も
ら

お
う
と
、と
き
に
は
厳
し
い
指
導
に
な
る

こ
と
も
あ
り
ま
す
が
、そ
れ
は
日
本
人
従

業
員
に
対
し
て
も
同
じ
。外
国
人
だ
か
ら
、

研
修
生
だ
か
ら
と
、垣
根
を
つ
く
る
の
は
、

わ
が
組
合
で
は
厳
禁
で
す｣

と
き
っ
ぱ
り
。

組
合
で
は
、年
間
を
通
じ
て
、親
睦
旅 

行
や
企
業
対
抗
の
バ
ス
ケ
ッ
ト
ボ
ー
ル
大

会
、料
理
教
室
な
ど
多
彩
な
催
し
を
展
開
。

従
業
員
と
だ
け
で
は
な
く
、研
修
生
同
士

の
交
流
も
積
極
的
に
図
っ
て
き
た
。

「
技
術
の
修
得
は
言
う
ま
で
も
あ
り
ま

せ
ん
が
、
”日
本
に
来
て
良
か
っ
た”

と
い

う
思
い
出
を
ひ
と
つ
で
も
多
く
作
っ
て
も

ら
い
た
い｣

と
常
に
胸
襟
を
開
き
、研
修
生

と
接
す
る
。

研
修
を
終
え
帰
国
し
た
研
修
生
が
、研

修
先
の
企
業
と
と
も
に
母
国
で
工
場
を
開

設
し
た
り
、自
ら
起
業
し
た
り
す
る
な
ど
、

組
合
事
業
の
成
果
は
大
き
い
。

「
日
本
で
学
ん
だ
技
術
を
活
か
し
、自
分

の
家
を
建
て
ま
し
た
、と
画
像
メ
ー
ル
を

送
っ
て
く
る
研
修
生
も
多
い
ん
で
す
よ｣

と
目
を
細
め
る
。

平
成
二
二
年
七
月
、入
管
法
の
改
正
に

よ
り
研
修
制
度
が
廃
止
さ
れ
、新
た
に
技

能
実
習
制
度
が
施
行
さ
れ
た
。

「
組
合
に
は
、こ
れ
ま
で
以
上
に
責
任
が

求
め
ら
れ
て
き
ま
す
。組
合
を
挙
げ
て
法

令
遵
守
を
徹
底
し
て
い
き
た
い｣

と
表
情

を
引
き
締
め
る
。

磐
田
市
に
本
社
を
置
く
総
合
建
設
業
平

野
建
設
㈱
の
創
業
者
で
代
表
取
締
役
。

戦
後
、大
陸
か
ら
引
き
揚
げ
、一
八
歳 

の
と
き
に
国
道
一
号
線
建
設
の
測
量
の
ポ 

ー
ル
持
ち
を
し
た
の
が
建
設
業
の
第
一
歩
。 

三
四
歳
で
創
業
し
た
。

息
抜
き
は
、二
〇
年
ほ
ど
前
か
ら
始
め

た
家
庭
菜
園
。鶏
を
放
し
飼
い
に
し
た
菜

園
に
は
旬
の
野
菜
が
並
ぶ
。

「
完
全
無
農
薬
農
法
で
す｣

と
胸
を
張
る
。

クローズアップインタビュー

協同組合中遠海外技術研修センター

平野恒美理事長

組合活性化情報

産業振興功労表彰を
受賞
外国人研修生・技能実習生
受入れで国際交流に貢献
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”環
境
と
建
築
“を
テ
ー
マ
に
記
念
展

企
業
組
合
針
谷
建
築
事
務
所

企
業
組
合
針
谷
建
築
事
務
所（
静
岡

市
・
高
田
雅
司
理
事
長
）で
は
、一
〇
月

二
五
日
か
ら
三
一
日
ま
で
、静
岡
市
民

ギ
ャ
ラ
リ
ー（
静
岡
市
役
所
本
館
内
）で
、

創
立
六
五
周
年
記
念
展
を
開
催
し
た
。

こ
の
記
念
展
は
、昭
和
四
一
年
の
創

立
二
〇
周
年
を
機
に
五
年
ご
と
に
開
催

し
て
い
る
も
の
で
、
”環
境
と
建
築”

を

メ
イ
ン
テ
ー
マ
に
、ま
ち
づ
く
り
へ
の

提
言
を
行
っ
て
き
た
。

一
〇
回
目
と
な
る
今
回
は
”北
街
道

×
水”

（
歴
史
再
考
と
ま
ち
な
か
水
路

計
画
）、
”現
代
の
公
共
性”

（
市
民
文
化

会
館
の
リ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
）、
”世
代
を 

結
ぶ”

（
介
護
予
防
施
設
と
保
育
園
の
複 

合
施
設
）の
三
つ
の
サ
ブ
テ
ー
マ
を
掲

げ
、写
真
パ
ネ
ル
や
建
築
模
型
、建
築

パ
ー
ス
な
ど
を
展
示
。来
場
者
に
分
か

り
や
す
く
、こ
れ
か
ら
の
ま
ち
づ
く
り

や
建
築
の
あ
り
方
を
提
案
し
た
。

ま
た
、組
合
で
は
直
近
五
年
間
に
手

が
け
た
建
築
物
を
ま
と
め
た
作
品
集 

”ｗ
ｏ
ｒ
ｋ
ｓ
Ⅱ
＋”

を
刊
行
。創
立

六
〇
周
年
時
に
発
刊
し
た
”ｗ
ｏ
ｒ
ｋ
ｓ

Ⅱ”

と
と
も
に
、来
場
者
に
手
渡
し
、組

合
活
動
を
ア
ピ
ー
ル
し
た
。

同
組
合
は
昭
和
二
一
年
、土
木
業
務

や
建
築
業
務
、洋
裁
な
ど
多
岐
に
わ
た

Business Report 組合の動き

県
中
部
地
区
を
中
心
と
し
た
水
産
物

小
売
業
者
で
構
成
さ
れ
る
静
岡
市
水
産

物
商
業
協
同
組
合（
小
池
保
之
理
事
長
）

で
は
、一
〇
月
三
〇
日
に
静
岡
市
中
央
卸

売
市
場
で
開
か
れ
た
”市
場
ま
つ
り”

 

で
、仙
台
水
産
物
商
業
協
同
組
合
が
製

造
販
売
す
る
”仙
台
市
場
で
つ
く
っ
た

笹
か
ま
ぼ
こ”

を
販

売
し
た
。

笹
か
ま
ぼ
こ
の
販

売
は
、静
岡
市
水
産
物

商
業
協
組
が
、東
日
本

大
震
災
で
多
く
の
組

合
員
が
被
災
し
た
仙

台
水
産
物
商
業
協
組

を
支
援
し
よ
う
と
呼

び
か
け
、実
現
し
た
。

当
日
は
、
用
意
し

た
五
〇
〇
個
が
一
時

間
足
ら
ず
で
完
売
。来
場
者
の
評
判
も

上
々
だ
っ
た
。

小
池
理
事
長
は
、

「
震
災
は
他
人
事
で
は
な
い
。静
岡
の

業
者
も
大
き
な
打
撃
を
受
け
て
お
り
、

心
を
痛
め
て
い
る
。被
災
地
域
の
水
産

業
に
は
一
日
も
早
く
元
気
に
な
っ
て
も

「
過
去
の
記
念
展
で
提
言
し
た
駿
府

公
園
内
の
文
化
施
設
の
整
備
や
静
岡
市

伝
馬
町
地
区
再
開
発
な
ど
、実
現
し
た

も
の
も
多
い
。今
後
も
地
域
に
貢
献
で

き
る
建
築
事
務
所
を
目
指
し
、積
極
的

に
活
動
し
て
い
き
た
い｣

と
し
て
い
る
。

る
業
務
を
行
お
う
と
、数
名
の
若
者
が

立
ち
上
げ
た
静
岡
建
設
勤
労
自
治
会
が

ル
ー
ツ
。昭
和
二
五
年
に
企
業
組
合
と

し
て
法
人
化
し
、昭
和
三
〇
年
に
は
建

築
設
計
監
理
を
専
業
と
す
る
一
級
建
築

士
事
務
所
の
登
録
を
果
た
し
た
。

組
合
で
は
、

市
場
ま
つ
り
で
仙
台
の
笹
か
ま
ぼ
こ
を
販
売　

復
興
支
援
に

静
岡
市
水
産
物
商
業
協
同
組
合

▶�

写
真
パ
ネ
ル
や
建
築
模
型
で
こ
れ
か
ら
の
ま
ち
づ
く
り
や
建
築
を
提
案（
写
真
上
、中
）。組
合
が
手
が
け
た
建
築
物
を

ま
と
め
た
作
品
集
も
発
行（
写
真
下
）

▲仙台名物“笹かまぼこ”で復興を支援
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火（
と
も
し
び
）を”

を
テ
ー
マ
に
、竹

や
木
な
ど
の
天
然
素
材
に
和
紙
を
張
っ

た
あ
か
り
ア
ー
ト
作
品
一
五
六
点
が
集

ま
っ
た
。

寄
せ
ら
れ
た
作
品
は
、温
泉
街
の
歩

道
や
旅
館
の
玄
関
先
な
ど
約
六
〇
〇
㍍

に
わ
た
り
展
示
。午
後
五
時
三
〇
分
か

ら
九
時
ま
で
和
紙
越
し
の
柔
ら
か
な
光

が
足
元
を
照
ら
し
、山
あ
い
の
温
泉
郷

の
夜
を
幻
想
的
な
空
間
に
演
出
し
た
。

実
行
委
員
会
の
事
務
局
を
務
め
る
同

組
合
で
は
、

「
秋
を
つ
げ
る
温
泉
郷
を
代
表
す
る

イ
ベ
ン
ト
に
す
っ

か
り
と
定
着
し
た

よ
う
だ
。応
募
作

品
も
洗
練
さ
れ

た
造
形
美
揃
い

で
選
考
が
難
し

か
っ
た
。来
年
以

降
も
イ
ベ
ン
ト

の
成
功
に
力
を

注
い
で
い
き
た 

い｣

と
話
し
た
。

組合活性化情報

き
た
い
」と
語
っ
た
。

ら
い
た
い
。そ
の
た
め
に
も
、お
互
い
の

組
合
が
さ
ら
に
協
力
関
係
を
深
め
て
い

心
に
癒
し
の
灯
火
を
︱
寸
又
峡
温
泉
郷
で

和
紙
の
あ
か
り
展

寸
又
峡
美
女
づ
く
り
の
湯
観
光
事
業
協
同
組
合

川
根
本
町
の
寸
又
峡
温
泉
郷
で
、

一
〇
月
一
五
日
か
ら
一
一
月
五
日
ま

で
、
”寸
又
峡
和
紙
の
あ
か
り
展”

が
開

催
さ
れ
た
。

こ
の
催
し
は
”日
本
一
清
楚
な
温
泉

保
養
地”

を
目
指
そ
う
と
、自
然
景
観
や

温
泉
郷
の
風
情
を
大
切
に
し
た
様
々
な

事
業
に
取
り
組
む
同
温
泉
郷
が
、平
成

一
八
年
か
ら
実
施
。寸
又
峡
美
女
づ
く

り
の
湯
観
光
事
業
協
同
組
合（
望
月
孝

之
理
事
長
）や
観
光
協
会
な
ど
が
実
行

委
員
会
を
組
織
し
運
営
し
て
い
る
。

六
回
目
の
今
回
は
”心
に
癒
し
の
灯

静
岡
市
内
の
機
械
金
属
加
工
業
や
鋳

造
業
な
ど
二
五
社
で
構
成
す
る
静
岡
機

械
金
属
工
業
団
地
協
同
組
合（
村
田
保

理
事
長
）は
、一
〇
月
二
八
日
、静
岡
市

の
グ
ラ
ン
デ
ィ
エ
ー
ル　

ブ
ケ
ト
ー
カ

イ
で
、創
立
五
〇
周
年
記
念
式
典
・
祝
賀

会
を
行
っ
た
。

式
典
に
は
組
合
員
を
は
じ
め
、行
政

や
支
援
機
関
、県
内
の
団
地
組
合
の
関 

係
者
ら
あ
わ
せ
て
七
〇
人
が
出
席
し
た
。

主
催
者
を
代
表
し
て
あ
い
さ
つ
に

た
っ
た
村
田
理
事
長
は
、

「
創
立
一
〇
〇
年
に
向
け
て
、組
合
と

組
合
員
の
団
結
力
と
英
知
を
も
っ
て
、

難
問
に
立
ち
向
か

い
、団
地
の
さ
ら

な
る
発
展
を
目
指

し
邁
進
し
て
い
こ

う｣
と
呼
び
か
け

た
。式

典
で
は
、組

合
運
営
に
尽
力
し

た
元
役
員
ら
に
対

し
、村
田
理
事
長

か
ら
感
謝
状
が

贈
ら
れ
た
。ま
た
、

設
立
か
ら
現
在
に
至
る
ま
で
の
組
合
の

歴
史
を
ま
と
め
た
ス
ラ
イ
ド
シ
ョ
ー
が

上
演
さ
れ
、半
世
紀
の
あ
ゆ
み
を
振
り

返
っ
た
。

同
組
合
は
、工
場
等
集
団
化
制
度
が

ス
タ
ー
ト
し
た
昭
和
三
六
年
に
、わ
が

国
初
の
高
度
化
資
金
を
活
用
し
た
工
場

団
地
の
ひ
と
つ
と
し
て
設
立
。

昭
和
三
九
年
の
団
地
完
成
以
降
、団

地
組
合
の
草
分
け
的
存
在
と
し
て
共
同

受
電
事
業
や
金
融
事
業
、教
育
情
報
事

業
、福
利
厚
生
事
業
な
ど
の
共
同
事
業

を
積
極
的
に
展
開
。地
域
経
済
の
発
展

に
大
き
く
貢
献
し
て
い
る
。

団
地
組
合
の
草
分
け
と
し
て
半
世
紀

静
岡
機
械
金
属
工
業
団
地
協
同
組
合

▼金賞（最優秀賞）を獲得した作品

▶�

あ
い
さ
つ
を
す
る
村
田
理
事
長

▶�

和
紙
あ
か
り
で
幻
想
的
な
温
泉
郷

▲団地全景
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全
国
中
央
会
で
は
、
急
激
に
進
む
円
高
に
よ
る
影
響
が

深
刻
化
す
る
中
、
円
高
の
影
響
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
調

査
を
行
っ
た
。

現
在
の
円
高
水
準
に
対
し
て
、﹁
極
め
て
悪
い
影
響
が
あ

る
﹂﹁
悪
い
影
響
が
あ
る｣

と
回
答
し
た
企
業
が
約
三
分
の

二
を
占
め
た
。

円
高
へ
の
対
応
策
と
し
て
は
、﹁
コ
ス
ト
削
減
等
の
企
業

努
力｣

が
六
割
以
上
を
占
め
る一
方
で
、﹁
生
産
拠
点
の
海

外
移
転｣

を
検
討
す
る
企
業
も
約
二
割
あ
っ
た
。

自
由
意
見
で
は
、
円
高
の
是
正
、
T
P
P
の
推
進
、
国

内
の
工
場
等
へ
の
設
備
投
資
の
促
進
な
ど
の
空
洞
化
対
策

を
望
む
声
が
多
く
寄
せ
ら
れ
た
。

調
査
の
概
要

①
調 

査 

対 

象
…  

全
国
中
央
会「
取
引
問
題
委
員

会｣

の
委
員
が
所
属
す
る
八
業

界
団
体（
メ
ッ
キ
、機
械
、自
動

車
部
品
、鋳
造
、ダ
イ
カ
ス
ト
、

金
型
、ね
じ
、ト
ラ
ッ
ク
）の
構

成
中
小
企
業
。

②
回　

答　

数
…  

二
一
一
社（
従
業
員
五
〇
人

以
下
：
一
三
二
社
、同
五
一
〜

一
〇
〇
人
：
四
四
社
、同
一
〇
一

〜
二
〇
〇
人
：
二
三
社
、同

二
〇
一
人
以
上
：
一
二
社
）

③
調
査
実
施
日
…  

平
成
二
三
年
九
月
二
日
〜

一
二
日 

（
期
間
中
の
為
替
レ
ー

ト
：
一
ド
ル
七
六
．八
八
円
〜

七
七
．五
八
円（
終
値
））

④
調 
査 

方 

法
…  

所
属
八
団
体
を
通
じ
て
調
査

票
を
配
布

⑤
調 
査 
内 
容
…  

昨
年
同
時
期
比
の
業
況
、円
高

の
影
響
、円
高
に
よ
る
悪
影
響

の
要
因
、対
応
策
、想
定
／
採

算
為
替
レ
ー
ト

昨
年
同
時
期
比
の
業
況

昨
年
同
時
期（
八
月
末
時
点
）と
比
べ
た
業
況

に
つ
い
て
み
る
と
、「
良
く
な
っ
た｣
と
す
る
企

業
が
二
一
．五
％
、「
悪
く
な
っ
た｣

と
す
る
企
業

が
四
六
．九
％
、「
大
き
な
変
化
は
な
い｣

と
す
る

三
一
．六
％
で
あ
っ
た
。

震
災
の
影
響
に
加
え
、円
高
も
進
行
し
た
た
め
、

昨
年
と
比
べ
好
転
し
た
の
は
二
割
強
に
過
ぎ
ず
、

八
割
弱
の
企
業
が
昨
年
に
比
べ
、業
況
は
悪
化
又

は
変
化
な
し
と
答
え
て
い
る（
図
表
①
）。

円
高
の
影
響

円
高
が
経
営
に
与
え
る
影
響
に
つ
い
て
み
る

と
、「
極
め
て
悪
い
影
響
が
あ
る｣

が
二
七
．五
％
、

「
悪
い
影
響
が
あ
る｣

が
三
八
．四
％
、「
良
い
影
響

と
悪
い
影
響
が
あ
る｣

が
一
三
．七
％
。

何
ら
か
の
悪
い
影
響
が
あ
る
と
す
る
回
答（「
極

め
て
悪
い
影
響
が
あ
る｣

「
悪
い
影
響
が
あ
る｣

「
良

い
影
響
と
悪
い
影
響
が
あ
る｣

）を
合
わ
せ
る
と

七
九
．六
％
と
八
割
近
く
に
達
す
る
。

ま
た
、「
特
に
影
響
は
な
い｣

は
二
〇
．四
％
で
、

「
極
め
て
良
い
影
響
が
あ
る｣

と「
良
い
影
響
が
あ

る｣

と
の
回
答
は
な
か
っ
た（
図
表
②
）。

全国中央会
「中小企業における円高の影響に関する調査｣の概要

円高への対応策のトップは
「コスト削減等の企業努力｣
約2割の企業が
「生産拠点の海外移転｣を検討

T O IP C S

良くなった
21.5％

悪くなった
46.9％

良くなった
21.5％

悪くなった
46.9％

大きな変化はない
31.6％

図表① 業況（昨年同時期比）
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悪
い
影
響
の
要
因

円
高
が
経
営
に
悪
い
影
響
が
あ
る
と
回
答
し
た

企
業
に
対
し
て
、円
高
が
ど
の
よ
う
な
悪
影
響
を

も
た
ら
し
て
い
る
か
を
み
る
と
、「
取
引
先
の
輸
出

数
量
が
減
少
し
、受
注
量
が
減
少
し
た｣

が
五
六
．

九
％
、「
円
高
を
理
由
と
し
た
発
注
元
か
ら
コ
ス

ト
ダ
ウ
ン
要
請
が
強
ま
っ
た｣

が
五
五
．七
％
、「
取 

引
先
の
生
産
品
目
の
海
外
シ
フ
ト
に
よ
り
、受
注

量
が
減
少
し
た｣

が
五
二
．一
％
と
半
数
を
超
え
、

上
位
を
占
め
て
い
る
。

中
小
企
業
は
、取
引
先
の
動
向
に
よ
り
円
高
の

悪
影
響
を
受
け
て
い
る
こ
と
が
う
か
が
え
る
。

次
い
で
、「
輸
出
先
で
他
国
メ
ー
カ
ー
に
対
す
る

価
格
競
争
力
が
低
下
し
た｣

と
い
う
回
答
が
一
八
．

六
％
あ
っ
た（
図
表
③
）。

円
高
の
対
応
策

円
高
へ
の
対
応
策
に
つ
い
て
み
る
と
、「
コ
ス
ト

削
減
等
の
企
業
努
力｣

が
六
三
．四
％
、「
販
売
先
の

変
更
又
は
分
散
化｣

が
二
六
．一
％
、「
人
員
規
模
の

縮
小｣
が
二
〇
．五
％
で
上
位
を
占
め
る
。

逆
に「
顧
客
と
の
契
約
内
容
見
直
し｣

は
一
二
．

四
％
と
低
く
、顧
客
と
の
契
約
内
容
を
見
直
す
交

渉
は
難
し
く
、経
費
削
減
等
の
自
助
努
力
で
対
応

せ
ざ
る
を
得
な
い
状
況
が
う
か
が
え
る
。ま
た
、

「
生
産
拠
点
の
海
外
移
転｣

は
一
八
．六
％
。海
外
に

生
産
拠
点
を
移
す
等
思
い
切
っ
た
策
を
講
じ
た
い

と
考
え
て
い
る
企
業
も
み
ら
れ
る
。

一
方
で「
今
の
と
こ
ろ（
対
応
策
が
）な
い｣
と
答

え
た
企
業
も
一
九
．三
％
あ
り
、苦
悩
す
る
中
小
企

業
の
姿
が
垣
間
見
ら
れ
る（
図
表
④
）。

想
定
為
替
レ
ー
ト
／
採
算
為
替
レ
ー
ト

現
時
点
の
想
定
為
替
レ
ー
ト
八
四
．八
円
／
ド
ル

回
答
企
業
五
一
社
の
平
均

現
時
点
の
採
算
為
替
レ
ー
ト
九
〇
．四
円
／
ド
ル

回
答
企
業
四
七
社
の
平
均

八
〇
円
／
ド
ル
を
割
る
昨
今
の
為
替
水
準
は
、

全
く
想
定
さ
れ
て
お
ら
ず
、採
算
ベ
ー
ス
で
は

一
五
円
近
い
乖
離
が
あ
る
。

回
答
企
業
の
コ
メ
ン
ト（
次
ペ
ー
ジ
）で
は
、円

高
の
長
期
化
で
、国
内
の
輸
出
関
連
企
業
の
収
益

が
ま
す
ま
す
悪
化
し
、国
内
産
業
の
空
洞
化
進
行

を
危
惧
す
る
声
や
円
高
の
是
正
、T
P
P
の
推
進
、

国
内
の
工
場
等
へ
の
設
備
投
資
の
促
進
な
ど
の
空

洞
化
対
策
を
望
む
声
が
大
き
い
。

T O IP C S

極めて悪い
影響がある

27.5％

悪い影響がある
38.4％

特に影響はない
20.4％ 極めて悪い

影響がある
27.5％

悪い影響がある
38.4％

良い影響と
悪い影響がある

13.7％

特に影響はない
20.4％

図表② 円高の影響

取引先の輸出数量が減少し、
受注量が減少した

円高を理由とした発注元からの
コストダウン要請が強まった

取引先の生産品目の海外シフト
により、受注量が減少した

輸出先で他国メーカーに対する
価格競争力が低下した

低価格輸入品が増加し、
自社製品の値下げを余儀なくされた

自社製品と競合する輸入品の
増加により、販売数量が減少した

その他

56.9

55.7

52.1

18.6

8.4

18.6

13.2

10.2

8.4

0 10 20 30 40 50 60
（％）

図表③ 悪い影響の要因（複数回答）

コスト削減等の企業努力 63.4

販売先の変更又は分散化 26.1

6.2

26.1

人員規模の縮小 20.5

今のところない 19.3

生産拠点の海外移転 18.6

顧客との契約内容の見直し 12.4

生産設備の縮小 12.4

仕入先の変更又は分散化 11.8

為替予約 1.9

その他 6.2

0 10 20 30 40 50 60 70
（％）

図表④ 円高の対応策（複数回答）
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T O IP C S

○円高による主要得意先の輸出減は避けられないと考えら
れる。さらに今後需要が見込まれるブラジル、インド等
への生産販売も海外調達が加速し、組立等も海外へシフ
トせざるを得ないと思われる。その際に当社が海外展開
できるとは考えられない。	 （電気メッキ・香川県）

○これ以上円高が進み、海外移転が加速しても、その打開
策として自らが海外へ生産拠点を移すだけの規模や体力
がない。	 （銑鉄鋳物製造・島根県）

○資源高騰で購入品である原材料・副資材価格の値上げは
容易になされるが、それに伴う肝心の我々の商品への価
格転嫁は、ユーザーサイドになかなか認められないのが
現状だ。	 （銑鉄鋳物製造・埼玉県）

○産業空洞化は避けて通れない問題かも知れないが、少し
でもその歯止めとなるよう国内での新設備、工場の増設・
新設に対しての思い切った助成金の創設を望む。

	 	 （金属表面処理・福島県）

○ドル円相場が70円台で定着してしまうと大企業の生産拠
点の海外移転・国内産業の空洞化が進み、中小零細の下
請け企業の存続は極めて困難となる。経済のグローバル
化が進展する中、海外進出のノウハウ・人材・資力を持
たない中小企業は淘汰されてしまうだろう。

	 	 （銑鉄鋳物製造・佐賀県）

○円高でありながら輸入材料の恩恵はなく、むしろ高騰気
味。客先からは30%コストダウンの要望を受けるなど、
自助努力ではどうにも出来ない状況にある。	

	 	 （鋳造・長崎県）

○国は早急に円高対策を実施してほしい。国内空洞化を避
けるため早急にTPPを実施してほしい。

	 	 （一般機械器具製造・広島県）

○海外生産のメリットがあればいつでも進出するつもりだ
が、顧客先である電機関係は自動車業界と異なり、取引
先同士が一緒に進出してある程度の仕事が保証されてい
るわけではない。海外では海外の他メーカーをユニット
単位、場合によっては単体部品単位で見つけて生産を移
管してしまう。	 （非鉄金属製造・埼玉県）

○円高でも輸入品の副資材は、全く値下がらず、業者は、
円高での還元は全くしてくれない。	 （鋳造・福島県）

○現在の受注量は自動車メーカーの増産計画（2011年下期）
に伴い、増えている状況だが、2012年上期からは円高が
影響して、受注量が大幅にダウンすることが予測される。
来年度以後の経済状況が大変心配だ。

	 	 （ダイカスト製造・群馬県）

○為替に関しては、我々は全く関与できない問題。ユーザー
から毎年数パーセントのコストダウン要請があり応じて
いるが、円高は数年で5〜10%と大きく動いてしまい、そ
の都度コストダウン協力を求められている。円安時に値

戻しがないのになぜか。このままでは日本の製造業は成
り立たなくなる。	 （電気めっき・埼玉県）

○円高が早急に是正されなければ、自動車産業も海外シフ
トが強まり日本国内での空洞化は急速に展開、中小企業
は仕事が減少し、雇用も悪くなる一方だ。ここで政府が
早急に円安に方向を政策できなければ、日本は全滅であ
る。	 （非鉄金属製造・愛知県）

○客先の生産拠点の海外移転に伴い、仕事が海外へ移管さ
れてしまう。新規の製品は最初から海外での生産となり、
新製品の受注が出てこない。また、既存の製品も海外で
のコストを比較に提示され、それに見合うようにコスト
ダウンを迫られる。	 （ダイカスト鋳造・埼玉県）

○平成19年頃から業績が悪化。この超円高が続けば日本の
中小製造業は壊滅し、大きく雇用が損なわれ、日本に失
業者があふれる。	 （ダイカスト鋳物鋳造・兵庫県）

○円高の長期化、TPP加入先送りなどで、日本国内で活動
する企業が海外移転せざるを得ない。その結果、国内納
入先企業の減少、設備機器取扱い業者の減少と価格上昇、
国内発注の原料減少など、中長期的な悪い影響が懸念さ
れる。	 （工作機械用他鋳物製造・静岡県）

○取引先（販売先）の海外調達が加速している。円高でコ
スト競争力が下がり、国内メーカーへの注文が激減する
と思われる。内部でのコスト削減、高付加価値品への集
中、新分野への事業展開等は当然行っているが、急激で
大きな為替変動には対応困難。今後、競争力維持のため
には国内の事業規模見直し、海外企業との提携、海外へ
の生産拠点移転等を行わざるを得ない。

	 	 （鋳鉄品製造・栃木県）

○海外企業のM&Aなどに投資させるのではなく、国内の
設備投資や海外企業の国内誘致など、国内の労働力を活
用する方向の支援をしていただきたい。海外に拠点を設
けても、国内（日本人）の雇用機会は増えないと思う。		
	 （金型・静岡県）

○このまま円高が継続進行すると輸出系企業は利益を生め
ず全滅する可能性がある。どう考えても90円（対ドル）
前後が日本企業存続のボーダーラインだ。

	 	 （プレス金型精密部品製造・岐阜県）

○お客様（輸出企業）が工場を海外へ移転する話が具体的
になってきた。	 （一般機械製造・埼玉県）

○円高による製造業の海外移転は日本の衰退に繋がり、同
時に雇用が著しく減少する。至急対策をお願いしたい。

	 	 （銅合金鋳造・石川県）

○これだけの円高にもかかわらず、燃料価格（特に軽油価
格）が全く下がらず、円高のメリットが全く享受できな
い。	 （トラック運送・全国）

調査回答企業の声（自由記述）
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○事務幹事代理店　静岡県協同振興株式会社
　　〒420-0853　静岡市葵区追手町44-1
　　TEL ： 054-251-1637　FAX ： 054-255-0673

○募　集　代　理　店　静鉄保険サービス株式会社
　　〒420-0837　静岡市葵区日出町8-3 静鉄日出町ビル2F
　　TEL ： 054-653-5007　FAX ： 054-653-5068

ご連絡先

＜引受保険会社＞
三井住友海上火災保険株式会社 静岡第二支社
〒420-0031
静岡市葵区呉服町1-2 三井住友海上静岡ビル4F
TEL ： 054-273-5135　FAX ： 054-273-5230

NO.96405　SA9-091020-A3N　2009.10/A3N12/B
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景 況
ウォッチウォッチ

（平成23年10月の情報連絡員月次景況調査より）
静岡県中央会に設置されている情報連絡員〔協同組合等の役職員87名に委嘱〕
による毎月の景況調査の概要です。

組合活性化情報
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売上高
収益状況
業界の景況

H14.11.1 H15.11.1 H16.11.1 H17.11.1 H18.11.1 H19.11.1 H20.11.1 H21.11.1 H22.11.1

＋0.1以上･･･ 　± 0.0～－10.0･･･ 　－10.1～－20.0･･･ 　－20.1～･･･ 　なお、｢在庫数量｣のみマイナス値が大きいほど好転を示している。

回復傾向にあった「収益状況｣など、足踏み状態に
～急激な円高、タイ洪水被害による影響

「販売価格｣は近年の最高値を更新～

売上高 在庫数量 販売価格 取引条件 収益状況 資金繰り 設備操業度 雇用人数 業界の景況

H23.10 -32.2 -3.2 -10.3 -24.2 -47.2 -29.9 -25.6 -18.4 -46.0

DI値

H23.09 -32.2 -11.5 -12.6 -23.0 -44.9 -27.6 -25.6 -16.1 -42.6

H23.09→H23.10 ±0→ 8.3↗ 2.3↗ -1.2↘ -2.3↘ -2.3↘ ±0→ -2.3↘ -3.4↘

［ 繊維工業 ］　生産は昨年並みになってきたが、多品種小ロッ
ト化が進み取引条件、収益状況とも悪化している。受注がこ
の調子で上向くことを期待している。

［ 紙・紙加工品 ］　震災特需後の家庭の買い置きも減りつつある
なか、家庭紙の安値販売に対し価格修正し採算面を改善する。

［ 一般機器 ］　アジア、北米の需要堅調推移から仕事量は震災
前の水準に近づきつつある。しかし円高が重くのしかかり、
短納期等もあり採算割れが目立つ。またタイの洪水被害に
よる今後の影響度合いが計り知れず、年末にかけ大きな不
安材料となっている。

［ 輸送用製品 ］　10月は上期の巻き返しにより、生産増。この
まま維持すればよかったが、先般のタイ大洪水の影響によ
り、再び生産ストップ。今後はまた下降していく最悪の事態
に直面する。

［ 卸売業（建材） ］　台風関連の復旧工事関係と市町関連の公
共工事が増加し、出荷量は前年比5.6%増加となった。円高に
より、民間需要は低迷している状況が続いている。

［ 商店街（三島市） ］　人がだいぶ街中に出ているが、売上げは
若干の上昇。価格に変化はないが、前年に比較すればいくら
か好転しつつある。飲食関係の落ち込みがかなりのもので、
客足は大幅に減少。

［ サービス業（不動産） ］　東京や横浜といった一部を除き、今
後も今まで下がり続けた20年間同様、地価が下がるといっ
た意見が大半。件数、扱い金額ともに減少し非常に厳しい。

［ 運輸業 ］　燃料費が若干ではあるが低下してきたが、依然と
して輸送量が低迷している。これから年末に向かい燃料費
が値上げされる傾向にあるため、収益状況は悪化しそうで
ある。

東日本大震災後から復興需要を背景に徐々に悪化が縮小していた本県中小企業の景況も、ここに来てやや足
踏み状態。県内中小企業の景況は、震災前の状況に近いところまで回復していたが、９月に比べ６項目で悪化が
拡大した。とりわけ製造業では、急激な円高から採算面が厳しく、海外展開を模索し国内産業の空洞化も危惧さ
れる。加えてタイ洪水による影響から、グローバル化するサプライチェーンへのダメージがうかがわれ、回復基
調に水を差された状態。非製造業においては、建設業の一部で台風被害からの復興のほか、商店街イベントの活
況が聞かれるが、全般的には消費は停滞で、販売不振による組合員の減少、先行きの不安等が見受けられる。
DI値は収益状況、業界の景況がマイナス40台と他に比べ悪化傾向が強い。その他はマイナス20～30台を推移
し“前年同月を上回る”までには至らないが、先月平成20年９月以降、最も高い数値となった販売価格が今月はさ
らに上昇。特に非製造業で－6.2まで改善。今後年末に向け、各項目とも注視が必要。

概　況

DI値の推移 ※DI値＝［（増加・好転組合数－減少・悪化組合数）／対象組合数］×100

業界の声  対象17業種より抜粋

主要三指標DI値推移（過去10年間）
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組合
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事
務
局

組合活性化情報

全
国
一
八
協
組
二
〇
〇
社
近
い
引
越
専
門
業

者
が
加
入
す
る
全
国
引
越
専
門
（
協
連
）。
”ハ

ト
の
マ
ー
ク
の
引
越
セ
ン
タ
ー”

で
知
ら
れ
る
国

内
最
大
規
模
の
引
越
業
者
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
だ
。

そ
の
静
岡
県
本
部
を
兼
ね
る
協
組
事
務
局

を
設
立
か
ら
三
〇
年
近
く
担
っ
て
き
た
前
任
者

が
、
体
調
を
崩
し
て
急
き
ょ
退
職
。
後
任
と
し

て
平
成
一
九
年
二
月
、
事
務
局
に
迎
え
ら
れ
た
。

前
職
は
自
動
車
デ
ィ
ー
ラ
ー
勤
務
。
二
五
年

間
、
本
社
と
営
業
所
で
豊
富
な
経
験
を
積
ん
で

き
た
が
、
組
合
事
務
局
入
り
し
て
会
社
と
組
合

の
意
思
決
定
の
違
い
に
戸
惑
っ
た
と
い
う
。

「
組
合
は
各
社
の
意
見
を
調
整
し
、
す
り
合
せ

実
行
し
て
い
く
。
会
社
が
”や
れ”

な
ら
、
組

合
は
”や
ろ
う”

。
こ
の
違
い
を
強
く
感
じ
ま

利
用
者
に
安
心
感
と
信
頼
感
を

し
た
ね
」。

組
合
事
業
の
柱
は
、
引
越
業
務
の
共
同
受
注
。

組
合
員
四
社
が
、
県
内
六
ヵ
所
に
引
越
セ
ン
タ

ー
を
設
置
し
、
個
人
の
転
居
や
事
業
所
移
転
な

ど
の
引
越
業
務
を
請
け
負
う
。

「
問
い
合
わ
せ
の
多
く
が
組
合
事
務
局
に
入

る
の
で
、
い
か
に
手
際
よ
く
的
確
な
応
対
が
で

き
る
か
、
相
手
に
安
心
感
と
信
頼
感
を
持
っ
て

も
ら
え
る
か
が
勝
負
。
現
場
に
立
会
い
、
お
客

様
の
生
の
声
を
聞
く
こ
と
も
大
き
な
仕
事
。
情

報
収
集
力
や
営
業
力
も
欠
か
せ
ま
せ
ん
」。

組
合
で
は
、
全
国
連
合
会
主
催
の
梱
包
コ
ン

テ
ス
ト
へ
の
参
加
や
効
果
的
な
見
積
書
の
取
り

方
の
講
習
、
梱
包
方
法
の
統
一
化
な
ど
現
場
教

育
の
強
化
を
通
じ
、
作
業
員
の
さ
ら
な
る
技
術

の
向
上
に
積
極
的
に
取
り
組
む
。

「
組
合
員
の
従
業
員
が
一
堂
に
会
す
る
こ
と

で
、
互
い
に
刺
激
を
受
け
、
切
磋
琢
磨
し
合
え

る
。
こ
れ
は
組
合
だ
か
ら
こ
そ
で
き
る
こ
と
」

と
教
育
研
修
の
重
要
性
を
強
く
説
く
。　

「
引
越
業
界
は
、
テ
レ
ビ
C
M
で
有
名
な
大

手
か
ら
個
人
事
業
者
ま
で
、
業
者
の
数
が
多
く
、

競
争
が
厳
し
い
で
す
が
、
利
用
者
は
価
格
だ
け

で
は
な
く
、
サ
ー
ビ
ス
面
も
重
視
し
て
い
ま
す
。

私
た
ち
の
使
命
は
、
新
し
い
土
地
に
気
持
ち
良

く
引
っ
越
し
て
も
ら
う
た
め
の
お
手
伝
い
」。

元
高
校
球
児
で
大
の
高
校
野
球
フ
ァ
ン
。

「
母
校
じ
ゃ
な
く
て
も
、
良
い
カ
ー
ド
が
あ

る
と
球
場
に
足
が
向
く
ん
で
す
よ
」
と
野
球

シ
ー
ズ
ン
を
心
待
ち
に
す
る
。

共済事故の発生時に10万円を超える給
付を約束しているか否かが「規制対象

となる共済事業」とみなされるための判断基準と
なっています。したがって、その都度、支払金額
を理事会で決定している場合には、仮に結果とし
て10万円を超える見舞金が給付されたとしても、
「規制対象となる共済事業」には該当しません。

A.

Ｑ.

静岡県引越専門協同組合
（静岡市）

事務局伊藤真澄さん

当組合では、組合員の代表者の慶
弔に際して、慶弔見舞金を贈って
います。金額についてはその都度、
理事会で妥当な額を決定していま
すが、場合によって、10万円を超
える見舞金を給付することもあり
ます。これは「規制対象となる共
済事業」に該当するでしょうか。
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中小企業、個人事業の経営上の問題・悩みを弁護士は
法律の専門家として、解決のお手伝いをします。

お気軽にご相談ください。

相　談　事　例
事例1　売掛金の回収
　取引先に信用不安のうわさがあります。当社の
売掛金を払ってもらうためにはどのようにすれば
よいでしょうか?
事例2　契約交渉
　取引先から契約書が送られてきました。こちら
に有利な内容に変えさせるためにはどのように交
渉すればよいですか?
事例3　下請取引
　20年来の取引先から突然「取引をやめる」と言
われました。どうにかしたいのですが……
事例4　クレーム対応
　当社の製品を購入した人が毎日のように苦情電
話を掛けてきます。どこまで対応しなくてはなら
ないのでしょうか?
事例5　賃貸借
　当社周辺のオフィス賃料が下がっているようで
す。当社の賃料も下げてもらうことはできませんか?
事例6　雇用問題
　円満に退職したはずの従業員から突然、残業代
の支払いを求める手紙が届きました。支払わなけ
ればなりませんか?

相　談　料
2012年3月末まで初回面談30分無料

※�30分経過以降および₂回目以降の相談料は、相
談担当弁護士にお尋ねください。

※弁護士の指定はできません。
※�栃木県・山梨県・奈良県・島根県・佐賀県・香

川県では、上記の相談料は5,250円となります。

東日本大震災関連無料相談実施中!
全国どこでも初回面談30分無料!

中小企業の悩みに弁護士が力になります
中小企業のための

ひまわり ほっとダイヤル

起業・経営に関する
無料窓口相談のご案内

困ったなと思ったら

 1 まずはお電話ください。
全国共通専用ダイヤル　0570-001-240

※お近くの弁護士会の窓口につながります。

　受付時間●月曜日〜金曜日（祝日を除く）
　午前10時〜午後4時（正午から午後1時までを除く）
　※通話料がかかります。
　※PHSおよび一部のIP電話からはつながりません。

 2 お名前・連絡先など基本情報をお伝えください。

 3 弁護士から連絡がいきます。
    面談の予約をしてください。

 4 弁護士の事務所などでご相談ください。

お問合せ先
日本弁護士連合会　ひまわり中小企業センター
〒100-0013　東京都千代田区霞が関₁-₁-₃
TEL：03-3580-9981

URL●http://www.nichibenren.or.jp/ja/sme/

ひまわりほっとダイヤル　で検索

　産学交流センター、静岡市中小企業支援セン
ターでは、中小企業診断士による無料窓口相談を
実施しています。お気軽にご相談を。
日時▶月〜土曜日（祝日を除く）、午後₁時〜₇時
　　　※土曜日は午前10時〜午後₅時
場所▶産学交流センター
　　　（静岡市葵区御幸町　ペガサート₆階）
　　　※土曜日は、御幸町図書館
　　　（静岡市葵区御幸町　ペガサート₆階）
対象▶どなたでも　※当日、直接会場へ

お問合せ先
静岡市産学交流センター TEL：054-275-1655
※事前予約も可能です。
電話か静岡市ホームページで
産学交流センターへどうぞ
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取得・新築・増改築した建物等について
割増償却　ができます

 1 税制優遇制度の概要
●�次世代育成支援対策推進法（以下「次世代法」

に基づく認定を受け、「くるみん」を取得した
企業は、認定を受ける対象となった一般事業主
行動計画の計画期間開始の日から認定を受けた
日を含む事業年度終了の日までの期間内に取
得・新築・増改築をした建物等について、認定
を受けた日を含む事業年度において、普通償却
限度額の32%の割増償却ができます。

 2 税制優遇制度の対象となる事業主の要件
●青色申告書を提出する事業主であること
●�平成23年4月₁日から平成26年3月31日ま
での期間内に始まるいずれかの事業年度におい
て、次世代法の認定を受けること
※�個人事業主の場合は、平成24年1月1日から平成26

年12月31日まで各年に次世代法の認定を受けた場
合に対象となります。

※�過去に認定を受けたことのある事業主でも、当該期
間内に新たに認定を受けた場合には対象となります。

※�当該期間内に複数回認定を受けた場合には、最初の
認定についてのみ対象となります。

 3 適用対象の建物等
　以下の①②のどちらにも当てはまる建物及びそ
の附属設備（以下「建物等」）が割増償却の対象
となります。
①�次世代法の認定を受けた日を含む事業年度終了

の日において、事業主が所有し、事業のために
使用している建物等

②�認定を受ける対象となった行動計画の（ア）計
画期間開始の日から認定を受けた日を含む事業
年度終了の日までの期間内に取得した建物等
で、その建設の後、事業のために使用されてい
ないもの、または（イ）その期間内に新築・増
改築をした建物等
※所有権が移転しないリース取引に取得したものを除

きます。

事業主のみなさまへ
子育てサポート企業に対する

税制優遇制度が創設されました

※増改築の場合は、増改築のための工事を行ったことに
よって所有することとなった建物等の部分に限ります。

※「建物およびその附属施設」の例
●�事務所用建物、店舗用建物、病院用建物、工場用建物、

倉庫用建物、事業所内保育施設
●�電気設備、アーケード・日よけ設備、給排水、衛生

設備、ガス設備

 4 事務手続
●�次世代法の認定申請は、都道府県労働局雇用均等
室で受付けています。認定を受けた事業主には�

「基準適合一般事業主認定通知書」を交付します。
●�割増償却は、上記通知書の写し等を添えて、税
務署に申告してください。
※割増償却について詳しくは、税務署までお問合せ下さい。

「くるみん」を取得するには?
●�次世代の認定を受け「くるみん」を取得するには、

適切な行動計画を策定し、その計画期間が終了
し、一定の基準を満たしていることが必要です。

認定基準について↓
http://www.mhlw.go.jp/general/seido/koyou/jisedai/dl/ninteikijun.pdf

●�認定を受けようとする場合は、あらかじめ認定
基準を踏まえて行動計画を策定してください。
策定した、または策定しようとしている行動計
画が目標を達成した場合に認定基準を満たすか
どうかについては、都道府県労働局雇用均等室
にご相談ください。

●�行動計画が認定基準を満たさない場合は、計画
期間の途中でその期間や内容を変更することが
可能です。計画変更により、認定の対象となる
場合もあります。行動計画の期間や内容を変更
する時は、都道府県労働局雇用均等室に変更届
を提出してください。

お問合せ
〒420-8639
静岡市葵区追手町₉-50　静岡地方合同庁舎₅階
TEL：054-252-5310　FAX：054-252-8216

行動計画の策定について
http://www.mhlw.go.jp/general/seido/koyou/jisedai/index.html
認定企業について
http://www.mhlw.go.jp/bunya/koyoukintou/kijuntekigou/index.html
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“愛車に長く乗り続けたい”に応える
旧車を甦らせる

“レストア”業務を共同受注

く み あ い 百 景

る
の
か
の
決
断
を
迫
ら
れ
ま
し
た
が
、

こ
こ
で
培
っ
た
も
の
づ
く
り
を
次
の
世

代
に
残
そ
う
と
、踏
み
と
ど
ま
る
決
心

を
し
ま
し
た｣

と
川
﨑
修
司
理
事
長
は

振
り
返
る
。

国
内
に
残
り
勝
負
す
る
た
め
に
は
、

付
加
価
値
の
高
い
サ
ー
ビ
ス
が
必
要
と

な
る
。そ
こ
で
、日
本
を
代
表
す
る
自
動

車
メ
ー
カ
ー
の
厳
し
い
基
準
を
ク
リ
ア

し
て
き
た
技
術
力
を
活
か
し
、今
後
需

要
の
伸
び
が
期
待
で
き
る
レ
ス
ト
ア
業

務
に
進
出
し
よ
う
と
、平
成
二
二
年
四

月
に
組
合
を
立
ち
上
げ
た
。

組
合
名
の
”　　
　”

は
、B

rilliant 
B

uff Finishing 

の
略
。ダ
イ
ヤ
モ
ン
ド

の
輝
き
に
も
劣
ら
な
い
バ
フ
鏡
面
仕
上

げ
な
ど
の
、高
品
質
で
付
加
価
値
の
高

い
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し
た
い
と
い
う
、

想
い
と
自
信
が
込
め
ら
れ
た
。

”若
い
こ
ろ
に
憧
れ
た
あ
の
名
車
に

乗
っ
て
み
た
い”

。

”ノ
ス
タ
ル
ジ
ッ
ク
カ
ー”

と
呼
ば
れ

る
旧
車
を
、レ
ス
ト
ア（
復
元
・
修
復
）し

て
楽
し
む
愛
好
家
が
増
え
て
い
る
。

し
か
し
、誕
生
か
ら
長
い
年
月
を
経

た
旧
車
は
、経
年
劣
化
や
手
入
れ
不
足

な
ど
に
よ
り
、故
障
や
ト
ラ
ブ
ル
が
発

生
し
や
す
く
、頻
繁
な
メ
ン
テ
ナ
ン
ス

が
必
要
と
な
る
。ま
た
純
正
パ
ー
ツ
は
、

ほ
と
ん
ど
が
製
造
終
了
や
在
庫
切
れ

で
、入
手
す
る
こ
と
は
難
し
い
。

こ
う
し
た
こ
と
か
ら
、旧
車
の
レ
ス

ト
ア
業
務
に
は
高
度
な
整
備
技
術
に
加

え
、部
品
集
め
や
整
備
書
、カ
タ
ロ
グ
な

ど
の
資
料
収
集
、さ
ら
に
は
構
造
や
考

証
に
関
す
る
知
識
ま
で
、高
い
専
門
性

が
要
求
さ
れ
る
。

当
組
合
の
組
合
員
は
、浜
松
市
内
で 

バ
フ
研
磨
や
メ
ッ
キ
加
工
、エ
ン
ジ
ン

リ
ペ
ア
、板
金
・
塗
装
・
溶
接
な
ど
に
携

わ
る
五
社
。二
輪
車
や
四
輪
車
メ
ー
カ 

ー
の
下
請
け
と
し
て
、も
の
づ
く
り
の

技
術
を
磨
い
て
き
た
が
、五
年
ほ
ど
前

か
ら
、元
請
メ
ー
カ
ー
や
取
引
先
が
相

次
い
で
海
外
に
進
出
。

「
我
々
も
日
本
に
残
る
か
、海
外
に
出

組
合
で
は
、
浜
松
市
内
に
鉄
骨
四
階

建
て
の
共
同
作
業
場
を
設
置
し
、
旧
車

の
レ
ス
ト
ア
業
務
を
共
同
受
注
す
る
。

　
「
共
同
作
業
場
を
確
保
し
た
こ
と
で
、

バ
フ
研
磨
、
鍍
金
、
塗
装
か
ら
最
終
処

理
ま
で
を
、
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
で
一
貫
し

て
行
う
態
勢
が
整
っ
た
。
さ
ら
に
納
期

の
短
縮
や
コ
ス
ト
の
削
減
、
管
理
の
一

元
化
に
よ
る
製
品
の
高
品
質
化
や
安
定

化
も
実
現
し
ま
し
た｣

と
川
﨑
理
事
長

は
、
共
同
化
の
メ
リ
ッ
ト
を
強
調
す
る
。

さ
ら
に
見
逃
せ
な
い
の
は
、
人
材
教

育
や
技
術
力
研
鑽
へ
の
波
及
効
果
だ
。

「
業
種
の
異
な
る
組
合
員
が
同
じ
場

所
で
作
業
す
る
こ
と
で
、
互
い
に
刺
激

を
受
け
る
し
、
違
う
業
種
の
技
術
を
吸

収
し
た
り
、
経
験
を
伝
え
た
り
す
る
こ

と
も
で
き
る｣

（
川
﨑
理
事
長
）。

増
え
る
旧
車
の
レ
ス
ト
ア
需
要

BBF協同組合

▲�4階建て延べ床面積約3554㎡を誇る組合の
　共同作業場

住　所 〒430-0833
 浜松市南区三新町515-1
理事長 川﨑修司
組合員 5人
設　立 平成22年4月16日
T E L  053-426-6222
F A X  053-426-6227

高
い
技
術
力
を
活
か
し

共
同
で
レ
ス
ト
ア
業
務
に
進
出

▲�丁寧な作業で新品同様に生まれ変わるパーツ

ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
で

一
貫
し
た
作
業
を
実
現

B
B
F
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理
事
長
）
と
地
道
な
営
業
活
動
を
通
じ

た
フ
ァ
ン
づ
く
り
に
力
を
注
ぐ
。

旧
車
の
レ
ス
ト
ア
を
発
注
す
る
の

は
、
車
の
修
理
業
者
や
販
売
業
者
な
ど

の
事
業
者
が
多
い
が
、個
人
の
オ
ー
ナ
ー

も
少
な
く
な
い
。

「
”旧
車”

の
定
義
は
、
生
ま
れ
育
っ

た
年
代
に
よ
っ
て
人
そ
れ
ぞ
れ
で
す
が
、

パ
ー
ツ
ひ
と
つ
ひ
と
つ
に
、
ユ
ー
ザ
ー

の
思
い
入
れ
や
こ
だ
わ
り
が
詰
ま
っ
て

い
ま
す
。
ユ
ー
ザ
ー
の
要
望
や
ニ
ー
ズ

を
し
っ
か
り
と
つ
か
み
、
求
め
て
い
る

も
の
以
上
の
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
こ

と
が
我
々
の
使
命
。
”た
い
せ
つ
な
愛

車
に
長
く
乗
り
続
け
た
い”

。
そ
ん
な

ユ
ー
ザ
ー
の
思
い
に
こ
れ
か
ら
も
応
え

て
い
き
た
い｣

。
川
﨑
理
事
長
は
、
き
っ

ぱ
り
と
言
い
放
っ
た
。

「
現
在
の
五
社
で
レ
ス
ト
ア
に
必
要
な

業
種
は
、
ひ
と
と
お
り
揃
っ
て
い
ま
す

が
、
さ
ら
に
専
門
的
な
ニ
ー
ズ
に
対
応

す
る
た
め
、
特
殊
な
鍍
金
や
溶
接
の
技

術
を
持
つ
企
業
や
、
金
型
な
ど
の
業
種

も
募
っ
て
い
き
た
い
。
目
指
す
は
”新 

車
並
み
の
ク
オ
リ
テ
ィ”

で
す｣

（
同
）
と 

組
合
員
の
増
強
に
も
意
欲
を
示
す
。

組
合
で
は
二
名
の
営
業
マ
ン
を
中
心

に
、
北
は
北
海
道
か
ら
南
は
九
州
ま
で
、

組
合
員
総
出
で
全
国
各
地
の
車
の
修
理

業
者
や
販
売
業
者
、
さ
ら
に
は
旧
車
愛

好
者
の
イ
ベ
ン
ト
な
ど
を
回
る
な
ど
の

営
業
活
動
を
展
開
す
る
。

営
業
マ
ン
や
組
合
員
の
営
業
車
に

は
、
組
合
の
旗
、
看
板
、
机
、
サ
ン
プ
ル
、

チ
ラ
シ
と
い
っ
た
イ
ベ
ン
ト
に
欠
か
せ

な
い
グ
ッ
ズ
が
常
に
満
載
。

月
に
足
を
運
ぶ
事
業
者
数
は
、

二
〇
〇
社
か
ら
三
〇
〇
社
、
出
展
す
る

イ
ベ
ン
ト
は
お
よ
そ
一
〇
件
に
の
ぼ
る
。

イ
ベ
ン
ト
は
、
東
京
オ
ー
ト
サ
ロ
ン

な
ど
の
巨
大
イ
ベ
ン
ト
か
ら
十
数
人
の

愛
好
家
の
集
ま
り
ま
で
、
規
模
の
大
小

は
問
わ
な
い
。

「
ま
ず
は
、
組
合
の
存
在
を
知
っ
て

も
ら
う
こ
と
。
良
い
仕
事
を
し
て
、
信

頼
を
積
み
上
げ
る
こ
と
で
、
リ
ピ
ー

タ
ー
を
増
や
し
て
い
き
た
い｣

（
川
﨑

組合活性化情報

▲全国各地のイベントに出展し、組合をアピール

2012年「組合トップセミナー」・「新春賀詞交歓会」のご案内

静岡県中央会では、新春恒例の行事となりました「組合トップセミナー」・「新春賀詞交歓会」を下記のとお
り開催いたします。
新年が大いなる飛躍の年となりますよう、決意を新たにする交流の機会として頂ければ幸いです。
多くの皆様のご参加をお待ちいたしております。

◇開  催  日  程

■第1部「組合トップセミナー」
14：30～ 開会
14：50～ 新春講演

■第2部「新春賀詞交歓会」
16：30～18：00 交流会

◇会       場 ホテルセンチュリー静岡（JR静岡駅南口徒歩3分）

◇基  調  講  演 テーマ 「どうなる日本の政治・経済！～大変革期の日本を読み解く～」
講 師 三反園訓（みたぞの　さとし）氏

テレビ朝日コメンテーター

◇参   加   費 お一人 15,000円

◇お問合せ・お申込み 静岡県中小企業団体中央会 連携組織課 担当；田中
TEL. 054-254-1511
FAX. 054-255-0673

平成24年1月11日（水）

地
道
な
営
業
活
動
で

フ
ァ
ン
づ
く
り
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読者プラザ

先日、東芝機械協力協同組合の創立50周年記
念式典があり、我が青年部も余興を披露すること
となりました。
内容はというと50年を振り返りその頃の映像
を流し、流行った歌を振りつきで歌うといったも
ので、最後の「明日があるさ｣では、総勢20名で
呼吸を合わせ歌って踊るというものでした。　
皆で集まる時間を作るだけでも一苦労の中、日
が経つにつれ皆の目に真剣さが増していきます。
本番では予想以上のお褒めの言葉を各方面から戴
きました。特に際立った何かがあった訳ではない
と思いますが、それまで積み重ねてきた思いが皆
様に伝わり感動してもらえたのだと思います。も
し、ただの友達同士だったらきっとこんなに皆さ
んに喜んでいただけるものにはならなかった気が
します。
会社を背負い、同じ悩み・同じ目的を持つ仲間
だからできた事だと信じています。仕事も遊びも
真剣に、時にはけんか腰の議論もしながら、共に
成長していく仲間で有り続けたいと思います。

仲間
静岡県東部青年中央会

高橋拓史
株式会社 山崎工業

●	発行人	／	静岡県中小企業団体中央会	〒420-0853	静岡市葵区追手町44-1	 TEL／054-254-1511　FAX／054-255-0673
	 	 	 東部事務所	 〒410-0881	沼津市八幡町7番1号	 TEL／055-963-4511　FAX／055-963-8307
	 	 	 西部事務所	 〒430-0929	浜松市中区中央1丁目17-19	TEL／053-453-2195　FAX／053-453-2198
●	中央会ホームページ http://www.siz-sba.or.jp/	●E-mailアドレス joho-kikaku@siz-sba.or.jp
皆様のご意見をお待ちしております。（TEL、FAX等でもお受け致します。）

中小企業静岡
12月号（通巻697号）

新設組合紹介

｢新鮮で美味しい魚をもっと気軽に食べてほし
い｣という願いを込め、平成13年にオープンした
清水魚市場お魚センター“河岸の市”。
仲卸業者が豊富な品揃えと手ごろな価格、そし

て何よりも新鮮な魚介類等を直接提供する、清水
港湾地区を代表する観光物産販売所として、根強
い人気を保ち続けてきた。
しかし、オープンから10年が経過し、今後、

なお一層の販売強化や共同施設の維持管理、さら
には同施設を核とした地域の活性化を進める上で
組織体制の拡充が欠かせないと判断。施設に入店
する20社により法人化に踏み切った。
組合では、連棟式店舗である施設内の共有トイ

レ、ごみ処理、防虫駆除、水道高熱や共同駐車場
の運営管理など、施設の運営管理を中心に、パン
フレットの作成やイベントの開催など集客の強化
など販売促進にも取り組む。
さらに、市場や行政との連携を緊密に、地域の

賑わいづくりに貢献していく構えだ。

人気の観光物産販売所が
法人化
地域の賑わいづくりにも貢献
清水河岸の市協同組合
静岡市清水区

深澤寿昭理事長　

今年一年、表紙を飾ってきた“静岡県の近代
化遺産”。毎月、当方で地域や季節、テーマなどを	
勘案して対象を決め、画家の近藤よしひろ先生
と打ち合わせをする。だが、当方、付け焼刃の知
識と観光パンフレットを差し出すのが精一杯。
それを受け取った先生、「これだけあれば十分
だね｣とにこやかに応え、翌月には迫力満点の作
品が仕上がってくる。
こちらが提示した資料では、描き切れないよ

うな微に入り、細にわたる描写も多い。
「少し気になったところがあったから、見に
行ってきたよ｣とさりげなく先生。
恐縮した当方も「パンフレットだけでは、伝わら

ない部分を補おう｣と、家族サービスを兼ねた県
内の“近代化遺産巡り”を敢行した（数回ですが）。
直接足を運び、自らの耳目に触れた対象の表
紙絵を、先生から受け取る瞬間のワクワク感は、
堪らない。	 （住川）
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